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目標 達成

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

②受講者満足度（％）
（保健医療福祉等関係者
研修会、住民セミナー平
均）

実績値

○

年度ごとの目標

平成２８年度実施施策に係る政策評価書
（環境省２８－㊻）

施策名 目標１０－３　放射線に係る一般住民の健康管理・健康不安対策

施策の概要

今般の東京電力福島第一原発事故を受け、福島県が創設した「福島県民健康管理基金」に交付金を交付
するなど、原子力被災者の健康の確保に必要な事業を中長期的に実施する体制整備を支援した。さらに、
原子力被災者の健康確保に万全を期すため、福島県の基金実施事業の前提となる被ばく線量の評価、人
材育成、リスクコミュニケーションの推進等、国として実施すべき事業を行う。

達成すべき目標 原子力被災者の健康確保、健康不安の解消

施策の予算額・執行額等

区分 26年度 27年度 28年度 29年度

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a） 2,309 2,256 2,151 2,194

補正予算（b） 0 0 0

繰越し等（c） 0 0 0

合計（a＋b＋c） 2,309 2,256 2,151

執行額（百万円） 1,331 1,425 1,233

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

・福島復興再生特別措置法及び同法に基づく福島復興再生基本方針
・東京電力原子力事故により被災した子どもをはじめとする住民等の生活を守り支えるための被災者の生
活支援等に関する施策の推進に関する法律及び同法に基づく基本方針

測定指標

①研究の採択等件数
（被ばく線量評価、健康影
響、健康不安対策等に関
する調査研究）

年度ごとの目標値

③専門家派遣件数
（相談員支援センターにお
ける専門家派遣件数）

年度ごとの目標

目標達成（各行政機関共通区分）

（判断根拠）

・被ばく線量評価、健康影響、健康不安対策等に関する調査研究（測定指標①）につい
ては、有識者による研究成果及び次年度の研究計画の評価を実施し、２３件の採択等
実施した。
・安心・リスクコミュニケーション事業（測定指標②）においては、統一的資料を改訂する
とともに、住民からの相談に対応する保健医療福祉関係者、教育関係者等への研修、
住民を対象とした住民セミナーや少人数での意見交換会等を実施し、90％の受講者満
足度を得た。
・放射線影響に関する相談員の支援拠点事業（測定指標③）においては、いわき市に
設置した放射線リスクコミュニケーション相談員支援センターにおいて、相談員から寄
せられる放射線による健康不安等に係る相談対応や、72件の専門家派遣を実施した。
・福島県「県民健康調査」の進捗（測定指標④）においては、福島県に県民健康調査に
かかる交付金を交付するとともに、放射線の健康影響に関する研究調査事業やリスク
コミュニケーション事業等を実施した。

実績値

○

○

○

④福島県「県民健康調査」
の進捗

福島県
「県民健
康調査」
の着実
な実施

施策の進捗状況（実績）
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県民健康
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る交付金

を交付する
とともに、
放射線の
健康影響
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研究調査

事業やリス
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目標達成度合いの
測定結果

別紙２



施策の分析

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

施策目標の全体的な達成度を測定する指標として、より適切な項目立て等を
継続して検討する

評
価
結
果

担当部局名
環境保健部放射線
健康管理担当参事

官室

　作成責任者名
　 （※記入は任意）

放射線健康管理
担当参事官
前田　光哉

政策評価実施時期 平成29年８月

学識経験を有する者の知
見の活用

【施策】 上記のような成果と課題の整理ができたことを踏まえ、これを継続して実施する

【測定指標】

原子力被災者の健康確保に万全を期すため、福島県の基金実施事業の前提となる被ばく線量の評価、人材育成、リ
スクコミニュケーションの推進等の国として実施すべき事業を行った。また、「東京電力福島第一原子力発電所事故に
伴う住民の健康管理のあり方に関する専門家会議　中間取りまとめ」を受けた「環境省における当面の施策の方向
性」を踏まえた対応を行う必要があることも踏まえ、以下のとおり課題を整理した。
・被ばく線量評価、健康影響、健康不安対策等に関する調査研究（測定指標①）については、「施策の方向性」のう
ち「事故初期における被ばく線量の把握・評価の推進」「福島県及び福島近隣県における疾病罹患動向の把握」につ
いて実施する必要がある。
・安心・リスクコミュニケーション事業（測定指標②）は、「施策の方向性」において「リスクコミュニケーション事業の継
続・充実」を図るとされているため、実施する必要がある。
・放射線影響に関する相談員の支援拠点事業（測定指標③）においては、施策の方向性における「リスクコミュニ
ケーション事業の継続・充実」を受け、避難指示解除の拡大に伴う相談等の増加に対応していく必要がある。
・福島県「県民健康調査」の進捗（測定指標④）においては、施策の方向性において、福島県の県民健康調査「甲状
腺検査」の充実を図るとされており、引き続き福島県等関係自治体や関係機関と緊密に連携し状況を把握する必要
がある。

次期目標等への
反映の方向性


